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OGOD-26 2016.12.8 

オープンガバンメント・データ実施計画 

９月２８日に、オバマ政権は政府を効率化し、イノベーションを起こし、経済を発展させ、

国民の医療保険を改善する目的で始めたオープンデータ・プロジェクト Data.gov を次

期政権に引き継いでもらうために Open Data Innovation Summit を開催した。 

 
Center for Open Data Enterprise が、オープンデータ移行提案チームを編成して、

数々のインタビュー、専門家会議、研究機関を動員して、現在の open government 

data ecosystem を詳細な検討し、移行１００日計画に盛り込む２７項目の実行計画を

作成した。 

その実行計画は４つの目標から成っている。 

 

目標 1 政府の open data ecosystem を強化する。 

目標 2 国民、コミュニテイへ直接的な利益をもたらす。 

目標 3 イノベーションと科学的発見を促進する科学研究データを共有する。 

目標 4 米国のビジネスと起業家が政府データを資源として利用するのを助ける。 

しかし、この情報技術エリートたちが作成した提案を、取り残された国民の支援を得て

当選したトランプ氏が実行するかどうか疑問である。欧州も保護主義が蔓延している。

情報技術が国民に直接役に立っているのか、それとも次世代が人口の占めるのを待

https://www.data.gov/ecosystems/
https://www.data.gov/event/white-house-open-data-innovation-summit/
http://opendataenterprise.org/
http://reports.opendataenterprise.org/transition-report.pdf
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つか、ここで根本から検討し直す必要がある。 

 

自治体 

1） OG 

2.サンパウロ市の公衆衛生オープンイノベーション手法をテストする（イノベーション、

ブラジル）  

3.アムステルダム市は誰にとっても役立つ collaborative economy を開発している（オ

ープンガバンメント、オランダ） 

4.2016 年度デジタルイノベーション市の動向（デジタル化、米国） 

 

2） OD 

1.ピッツバーグ市は市のデータを Burgh's Eye View で公開（GIS、米国） 

6.ミシガン州 Oakland County が市民サービスとしてデータを表示（オープンデータ、米

国） 

 

3） セキュリテイ 

5.サンフランシスコ市交通局(SFMTA)は Ransomware 攻撃から回復した（セキュリテイ、

米国） 

 

州（県） 

1） OG  

3.NASCIO が 2017 年の上位 10 の優先事項を発表（オープンガバンメント、米国） 

4.Ｏｈｉｏ州は数百の地方自治体を巻き込んだ財政透明性運動を実施している（オープ

ンガバンメント、米国） 

5.Ｖｉｒｇｉｎｉａ州教育局が学業データポータルを立ち上げた（オープンガバンメント、米

国） 

 

2） OD 

1.Hurricane Matthew の被害の復興に GIS と Drone が役立った（GIS、米国） 

2.Indiana 州が市民、緊急隊員に事故予測サイトを公開（オープンデータ、米国） 

 

3）セキュリテイ 

 

国 

1） OG 
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1.政府の 97％が IT 計画を持っている（オープンガバンメント、米国） 

2.英国の製造業 170社がイノベーション・プロジェクトの 2500万ポンドを得た（イノベー

ション産業、英国） 

3.女性起業家 15 人が 2016 年度女性イノベータ賞を受賞（イノベーション産業、英国） 

4.アジア太平洋地域における持続可能な開発のためのオープンガバンメント運動

（OGP、アジア太平洋地域） 

5.トランプ政権移行チームはデジタル（オープンガバンメント、米国） 

6.インターネット自由の規制を恐れてロシアは LinkedIn を禁止する（ＳＮＳ、ロシア） 

7.ハッカーたちの米国選挙後のフィッシング詐欺、フィンランドでの停電攻撃、英国銀

行からの現金窃盗（セキュリテイ、米国） 

8.連邦調達庁は、来年にクラウドベース契約書作成システムを提供（オープンガバン

メント、米国） 

9.11 月 30 日のデジタル市民参加に参加されたし（オープンガバンメント、米国） 

10. NIST は、新しい信頼できるセキュリテイシステム・ガイダンスを公開（セキュリテイ、

米国） 

 

2） OD 

 

3）セキュリテイ 

7.ハッカーたちの米国選挙後のフィッシング詐欺、フィンランドでの停電攻撃、英国銀

行からの現金窃盗（セキュリテイ、米国） 

10. NIST は、新しい信頼できるセキュリテイシステム・ガイダンスを公開（セキュリテイ、

米国） 

 

 

世界 

1） OG 

1.NATO の秘密兵器：Videochat（インターネット、ＥＵ） 

2.欧州人のデジタル技能を向上するためのプロジェクト（デジタル化、ＥＵ）  

4.モバイルイノベーションは、20 億人もの人々がヘルスケアと教育にアクセスできるよ

うに支援する（モバイル、世界） 

 

2） OD 

 

3）セキュリテイ 
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3.ハッカーは Public Wi-Fi を使って個人データを盗んでいる(セキュリテイ、世界) 

5.ENISA のサイバーセキュリティ実施ガイド 

 

 

自治体 

1.ピッツバーグ市は市のデータを Burgh's Eye View で公開（GIS、米国） 

Bill Lucia、ｒoutefifty、November 1, 2016  

ピッツバーグ市の住民は、市のオンライン地図ツールを使って、先日発表されたオン

ライン地図ツール Burgh’s Eye View を使用して、緊急通報（311 requests）、犯罪事件、

建物規範違反、311件のリクエスト、犯罪事件、建物コード違反など、様々な市区町村

のデータを閲覧することがでる。市は法律のオープンソースの公開を計画している。 

1.ピッツバーグ市は市のデータを Burgh's Eye View で公開（GIS、米国） 

 

2.サンパウロ市の公衆衛生オープンイノベーション手法をテストする（イノベーション、

ブラジル）  

Ｎｅｓｔａ Blog、26 October 2016 

ブラジルでは 2015 年初頭に、蚊が媒介するデング熱の大発生があり、その年の最初

の 8 ヶ月間に 600 人の死亡が記録されている。その 60％がサンパウロ南東部で最も

人口密度の高い地域であった。サンパウロ市のデング熱との戦いの重要な武器は携

帯アプリ Sem Dengue (“Dengue-free”)である。このアプリは、蚊の潜在的な繁殖地で

ある、停滞した水域を保健当局からその場所の写真をユーザーに送ることが可能で

ある。このアプリの３年間の実施効果が大きかったので、現在はブラジルの 30 市、１

０万人の登録者が使っている。 

2.サンパウロ市の公衆衛生オープンイノベーション手法をテストする（イノベーション、

ブラジル） 

 

3.アムステルダム市は誰にとっても役立つ collaborative economy を開発している（オ

ープンガバンメント、オランダ） 

Nesta blog、7 November 2016 

Nesta は 11 月 1 日、ShareLab に政府、ビジネス、学界、第 3 セクターから 200 人以上

の人々を集めて、社会福祉のための collaborative platforms を作るのに collaborative 

economy を以下に活用できるか探求した。そして、アムステルダム市 City of 

Amsterdam 職員と shareNL 職員にオランダの首都を真の sharing city にすることにつ

いて話し合った。このモデルは Seoul が導入した。 

http://analytics.pittsburghpa.gov/BurghsEyeView/
http://www.routefifty.com/2016/11/pittsburgh-burgh-eye-view/132826/?oref=rf-today-nl
http://www.brasilsemdengue.org/home.htm
http://www.nesta.org.uk/blog/testing-open-innovation-methods-public-health-sao-paulo?utm_source=Nesta+Weekly+Newsletter&utm_campaign=099667fff6-EMAIL_CAMPAIGN_2016_11_01&utm_medium=email&utm_term=0_d17364114d-099667fff6-181446577
http://www.nesta.org.uk/blog/testing-open-innovation-methods-public-health-sao-paulo?utm_source=Nesta+Weekly+Newsletter&utm_campaign=099667fff6-EMAIL_CAMPAIGN_2016_11_01&utm_medium=email&utm_term=0_d17364114d-099667fff6-181446577
http://www.nesta.org.uk/event/sharelab
http://www.web-strategist.com/blog/2014/05/05/framework-collaborative-economy-honeycomb-osfest14/
http://www.web-strategist.com/blog/2014/05/05/framework-collaborative-economy-honeycomb-osfest14/
http://www.iamsterdam.com/en/
http://www.iamsterdam.com/en/
http://www.sharenl.nl/
http://www.sharenl.nl/amsterdam-sharing-city/
http://english.sharehub.kr/http:/english.sharehub.kr/
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1. アムステルダム市は誰にとっても役立つ collaborative economy を開発している

（オープンガバンメント、オランダ） 

 

4.2016 年度デジタルイノベーション市の動向（デジタル化、米国） 

Govtech、November 14, 2016 

Center for Digital Government と Government Technology は今年のデジタルシティ調

査で 62 の市をデジタル市と認定した。情報公開、住民参加、民官協働、セキュリテイ、

職員、接続、効率、イノベーション、強靭性の 10 の評価項目で、Los Angeles, Calif. 

Virginia Beach, VaDurham, N.C. Roanoke, Va.; Tamarac, Fla.の５市が人口数別でトッ

プになった。 

4.2016 年度デジタルイノベーション市の動向（デジタル化、米国） 

 

5.サンフランシスコ市交通局(SFMTA)は Ransomware 攻撃から回復した（セキュリテイ、

米国） 

Govtech、November 28, 2016 

Black Friday（感謝祭（11 月の第 4 木曜日）翌日の金曜日）にサンフランシスコ市交通

局（SFMTA）で、ユニオンスクエア駅で乗り降りしようとしていた住民は政府機関のコ

ンピュータシステムへのサイバー攻撃のために無料運賃が与えられたと San 

Francisco Municipal Transportation Agency (SFMTA)は発表した SFMTA statement。 

この攻撃は、SFMTA が電子メールの添付ファイルを介してシステムに感染し、ユーザ

ーが自分のシステムにアクセスすることを制限するマルウェアの一種である

ransomware であった。SFMTA の情報技術チームはコンピュータシステムを回復させ

た。 

5.サンフランシスコ市交通局(SFMTA)は Ransomware 攻撃から回復した（セキュリテイ、

米国） 

 

6.ミシガン州 Oakland County が市民サービスとしてデータを表示（オープンデータ、米

国） 

Adam Stone、govtech、November 29, 2016 

11 月に公開した Oakland County の新しいシステム Access Oakland.は 92 のデータベ

ースを持ち、生データに自由にアクセスできるだけでなく、120 万人の住民に 17 種類

の地図情報データセットを提供できる。 

6.ミシガン州 Oakland County が市民サービスとしてデータを表示（オープンデータ、米

国） 

 

http://www.nesta.org.uk/blog/how-amsterdam-developing-collaborative-economy-works-everyone?utm_source=Nesta+Weekly+Newsletter&utm_campaign=e001419cbc-EMAIL_CAMPAIGN_2016_11_07&utm_medium=email&utm_term=0_d17364114d-e001419cbc-181446577
http://www.nesta.org.uk/blog/how-amsterdam-developing-collaborative-economy-works-everyone?utm_source=Nesta+Weekly+Newsletter&utm_campaign=e001419cbc-EMAIL_CAMPAIGN_2016_11_07&utm_medium=email&utm_term=0_d17364114d-e001419cbc-181446577
http://www.govtech.com/cdg/
http://www.govtech.com/
https://www.lacity.org/
https://www.vbgov.com/Pages/default.aspx
https://www.vbgov.com/Pages/default.aspx
http://www.roanokeva.gov/
http://www.tamarac.org/
http://www.govtech.com/Municipal-Innovation-Trends-from-the-2016-Digital-Cities-Survey.html?flipboard=yes&utm_term=Municipal%20Innovation%3A%20Trends%20from%20the%202016%20Digital%20Cities%20Survey&utm_campaign=GIS%20Goes%20Open%20Source%2C%20Will%20President-Elect%20Trump%20Surprise%20on%20Cybersecurity&utm_content=email&utm_source=Act-On+Software&utm_medium=email
https://www.sfmta.com/
https://www.sfmta.com/about-sfmta/blog/update-sfmta-ransomware-attack
http://www.govtech.com/blogs/lohrmann-on-cybersecurity/ransomware-emergency-what-can-you-do.html
https://www.sfmta.com/
http://www.govtech.com/security/San-Francisco-Transit-Agency-Recovers-From-Ransomware-Attack.html?utm_term=San%20Francisco%20Transit%20Agency%20Recovers%20From%20Ransomware%20Attack&utm_campaign=Arkansas%20CTO%20Mark%20Myers%20Resigns%2C%20Helping%20Trump%20Keep%20Open%20Data%20Front%20and%20Center&utm_content=email&utm_source=Act-On+Software&utm_medium=email
http://www.govtech.com/security/San-Francisco-Transit-Agency-Recovers-From-Ransomware-Attack.html?utm_term=San%20Francisco%20Transit%20Agency%20Recovers%20From%20Ransomware%20Attack&utm_campaign=Arkansas%20CTO%20Mark%20Myers%20Resigns%2C%20Helping%20Trump%20Keep%20Open%20Data%20Front%20and%20Center&utm_content=email&utm_source=Act-On+Software&utm_medium=email
https://www.oakgov.com/
http://accessoakland.oakgov.com/
http://www.govtech.com/data/Oakland-County-Michs-Open-Data-Portal-Renders-Data-as-a-Citizen-Service.html?utm_term=Oakland%20County%2C%20Mich.%27s%20Open%20Data%20Portal%20Renders%20Data%20as%20a%20Citizen%20Service&utm_campaign=Next-Gen%20Data%20Center%20Helps%20Lay%20Smart%20City%20Foundation%2C%20Rendering%20Data%20as%20a%20Citizen%20Service&utm_content=email&utm_source=Act-On+Software&utm_medium=email
http://www.govtech.com/data/Oakland-County-Michs-Open-Data-Portal-Renders-Data-as-a-Citizen-Service.html?utm_term=Oakland%20County%2C%20Mich.%27s%20Open%20Data%20Portal%20Renders%20Data%20as%20a%20Citizen%20Service&utm_campaign=Next-Gen%20Data%20Center%20Helps%20Lay%20Smart%20City%20Foundation%2C%20Rendering%20Data%20as%20a%20Citizen%20Service&utm_content=email&utm_source=Act-On+Software&utm_medium=email
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州政府（県）政府  

1.Hurricane Matthew の被害の復興に GIS と Drone が役立った（GIS、米国） 

Dave Nyczepir、routefifty、November 1, 2016  

先月、Hurricane Matthew が大西洋沿岸に上陸し、内陸部の洪水や沿岸侵食を引き

起こした。この被害復興に South Carolina 州では、管轄区域を GIS ツールと drone を

一体化した Esri 社の Drone2Map を使って、60 マイルの海岸の Hurricane Matthew が

来る前と後を作成し、被害の復興の計画作成を効率的に作成できた。同種のソフトに

sketchfab 社の３次元 GIS モデル operating gas plant in Canada がある。 

1.Hurricane Matthew の被害の復興に GIS と Drone が役立った（GIS、米国） 

 

2.Indiana 州が市民、緊急隊員に事故予測サイトを公開（オープンデータ、米国）

Eyragon Eidam、govtech、November 15, 2016 

Indiana 州が交通事故の予測と回避を自動車運転者や救急隊員を支援する新しいオ

ンラインサイトCrash Prediction Website.を公開した。11月 14日に発表された、このウ

ェブサイトは、多数の政府機関が協働する分野のデータの共有、相関、分析を一元

化する、州政府機関、Indiana Transparency Portal、州予算局の協力を得て、Indiana

州の警察と Management and Performance Hub (MPH)が協働して作成した。   

2. Indiana 州が市民、緊急隊員に事故予測サイトを公開（オープンデータ、米国） 

 

3.NASCIO が 2017 年の上位 10 の優先事項を発表（オープンガバンメント、米国） 

Govtech、November 17, 2016 

全米州ＣＩＯ協会（NASCIO）が１１月１７日に来年に州政府ＣＩＯが直面する主要課題

の調査結果を発表した released its survey results。この調査は全米の州政府ＣＩＯか

らの回答を集計したものである。州政府ＣＩＯの来年度計画を示している stated in a 

release。 

NASCIO の優先事項は、Center for Digital Government の最近の Digital States 

Survey の優先事項と一致している。 

 

3.NASCIO が 2017 年の上位 10 の優先事項を発表（オープンガバンメント、米国） 

 

https://en.wikipedia.org/wiki/Hurricane_Matthew
http://www.esri.com/
http://www.esri.com/products/drone2map
https://en.wikipedia.org/wiki/Hurricane_Matthew
https://sketchfab.com/models/bfdffa18c4fe43cc9a2c2574f7c1a698
http://www.routefifty.com/2016/11/south-carolina-hurricane-matthew-gis/132849/?oref=rf-today-nl
http://www.in.gov/isp/3268.htm
http://www.in.gov/itp/
http://www.govtech.com/data/Indiana-Management-and-Performance-Hub-Takes-Transparency-to-the-Next-Level.html
http://www.govtech.com/data/Indiana-Management-and-Performance-Hub-Takes-Transparency-to-the-Next-Level.html
http://www.nascio.org/
http://www.nascio.org/Publications/ArtMID/485/ArticleID/441/State-CIO-Top-Ten-Policy-and-Technology-Priorities-for-2017
http://www.nascio.org/Newsroom/ArtMID/484/ArticleID/442/2017-State-CIO-Priorities-Reflect-Importance-of-Security-and-Strategic-Enterprise-Thinking
http://www.nascio.org/Newsroom/ArtMID/484/ArticleID/442/2017-State-CIO-Priorities-Reflect-Importance-of-Security-and-Strategic-Enterprise-Thinking
http://www.govtech.com/computing/Digital-States-2016.html
http://www.govtech.com/computing/Digital-States-2016.html
http://www.govtech.com/computing/NASCIO-Releases-10-Top-Priorities-for-2017.html?utm_term=NASCIO%20Releases%20Its%20Top%2010%20Priorities%20for%202017&utm_campaign=Putting%20a%20City%20Portal%20on%20Facebook%2C%20Staffing%20IT%20Offices%20in%20the%2021st%20Century&utm_content=email&utm_source=Act-On+Software&utm_medium=email
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4.Ｏｈｉｏ州は数百の地方自治体を巻き込んだ財政透明性運動を実施している（オープ

ンガバンメント、米国） 

Bill Lucia、routefifty、November 20, 2016 

Ｏｈｉｏ州は過去２年間、納税者の税金をどのように使っているか、小切手帳レベルの

透明性と検索容易性を達成する野心的なプログラムを実行している。このプログラム

は市町村など州全体に拡大している。そして現在は州の 900〜1,000 地方自治体がこ

のオンラインプログラム have made information available online に参加している。 

4.Ｏｈｉｏ州は数百の地方自治体を巻き込んだ財政透明性運動を実施している（オープ

ンガバンメント、米国） 

 

5.Ｖｉｒｇｉｎｉａ州教育局が学業データポータルを立ち上げた（オープンガバンメント、米

国） 

Jane Hammond、govtech、November 29, 2016 

Virginia 州の新しい学校評価サイト schoolquality.virginia.gov は学生が学校、学区、州

全体で、どのような教育を受けているかについての情報を包括的に掲載している。こ

のサイトには学生の成果、進学・就職の準備、教科習熟度、学校の安全性、教師の

質、そして親や一般の人々が関心を持つ情報が掲載されている。過去３年間のデー

タ、統計データ、学評価、学習生活 Standards of Learning などのデータもある。 

5.Ｖｉｒｇｉｎｉａ州教育局が学業データポータルを立ち上げた（オープンガバンメント、米

国） 

 

 

国政府 

1.政府の 97％が IT 計画を持っている（オープンガバンメント、米国） 

Frank Konkel、nextgov、November 2, 2016  

連邦政府機関の大多数は、大統領選挙や移行後に何が起こるかにかかわらず、戦

略的な IT 計画を策定しているという報告がある。この Dell 社のオンラインによる 100

の連邦政府のＣＩＯに対する調査報告 Dell EMC survey  

によると政府機関は準備している。その計画は、いたるところへの移動性と接続性が

標準となり、ＩＴのインフラはクラウドが基盤となる 

http://www.nextgov.com/cloud-computing/2016/11/report-97-government-has-it-

plan/132870/?oref=nextgov_today_nl 

1.政府の 97％が IT 計画を持っている（オープンガバンメント、米国） 

 

2.英国の製造業 170社がイノベーション・プロジェクトの 2500万ポンドを得た（イノベー

http://local.ohiocheckbook.com/
http://www.routefifty.com/2016/11/ohio-checkbook-transparency/133307/?oref=rf-today-nl
http://www.routefifty.com/2016/11/ohio-checkbook-transparency/133307/?oref=rf-today-nl
https://www.virginia.gov/
http://schoolquality.virginia.gov/
http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/gakko-hyoka/1295916.htm
http://www.dailypress.com/topic/education/standards-of-learning-OREDU0000511-topic.html
http://www.govtech.com/education/Virginia-Education-Department-Launches-School-Performance-Data-Portal.html?utm_term=Virginia%20Education%20Department%20Launches%20School%20Performance%20Data%20Portal&utm_campaign=Next-Gen%20Data%20Center%20Helps%20Lay%20Smart%20City%20Foundation%2C%20Rendering%20Data%20as%20a%20Citizen%20Service&utm_content=email&utm_source=Act-On+Software&utm_medium=email
http://www.govtech.com/education/Virginia-Education-Department-Launches-School-Performance-Data-Portal.html?utm_term=Virginia%20Education%20Department%20Launches%20School%20Performance%20Data%20Portal&utm_campaign=Next-Gen%20Data%20Center%20Helps%20Lay%20Smart%20City%20Foundation%2C%20Rendering%20Data%20as%20a%20Citizen%20Service&utm_content=email&utm_source=Act-On+Software&utm_medium=email
https://www.dell.com/learn/us/en/uscorp1/press-releases/2016-11-02-headline-of-del--emc-state-of-it-trends-2016
http://www.nextgov.com/cloud-computing/2016/11/report-97-government-has-it-plan/132870/?oref=nextgov_today_nl
http://www.nextgov.com/cloud-computing/2016/11/report-97-government-has-it-plan/132870/?oref=nextgov_today_nl
http://www.nextgov.com/cloud-computing/2016/11/report-97-government-has-it-plan/132870/?oref=nextgov_today_nl
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ション産業、英国） 

Innovate UK、15 November 2016 

Innovate UK は、企業が新しい製造方法や材料を開発して英国の生産性を向上させ

る一連のプロジェクトに 2,500 万ポンド（約３６億円）を支出した。今年は 64 のプロジェ

クトの 170社に配布された。すべてのプロジェクトは企業によって実施された。少なくと

も1つの中小企業も参加している。成功したプロジェクトの企業には、Medical Wireless 

Sensing Ltd、Jaguar Land Rover’s、West of England Textiles Ltd などがある。詳しくは

Find out more about how Innovate UK supports the materials and manufacturing 

sector. 

2.英国の製造業 170社がイノベーション・プロジェクトの 2500万ポンドを得た（イノベー

ション産業、英国） 

 

3.女性起業家 15 人が 2016 年度女性イノベータ賞を受賞（イノベーション産業、英国） 

Innovate UK、15 November 2016 

London’s Royal Society of Arts が最も革新的な女性（most innovative women）として

15 人の授賞式を行った。 

Innovate UK は 2016 年 5 月に、全国規模の最も革新的な女性の募集を開始した。そ

の目的は、英国の女性起業家の数が少ないことに挑戦することであった。それぞれ

の受賞者には 50,000 ポンド（約 720 万円）と適切な business support package が与え

られる。そして Innovate UK から、助言がもらえる有名な女性ビジネスリーダーの名簿

がもらえる。彼女らは Innovate UK のこの運動の大使でる。 

3.女性起業家 15 人が 2016 年度女性イノベータ賞を受賞（イノベーション産業、英国） 

 

4.アジア太平洋地域における持続可能な開発のためのオープンガバンメント運動

（OGP、アジア太平洋地域） 

Liviana Zorzi,Shreya Basu、OGP、3 August 2016 

この夏UNDP Bangkok Regional Hub と OGPがオープンガバンメント運動の呼びかけ

を開始した call for information on open government initiatives。これはアジア太平洋地

域 Asia-Pacific regionのオープンガバンメント運動の Sustainable Development Goals 

(SDGs)に貢献する。 

4.アジア太平洋地域における持続可能な開発のためのオープンガバンメント運動

（OGP、アジア太平洋地域） 

 

5.トランプ政権移行チームはデジタル（オープンガバンメント、米国） 

Katherine McIntire Peters、govexec、November 10, 2016 

https://www.gov.uk/government/organisations/innovate-uk
http://www.mediwise.co.uk/
http://www.mediwise.co.uk/
http://www.jaguarlandrover.com/gl/en/
http://www.westofenglandtextiles.co.uk/
https://www.gov.uk/government/collections/innovate-uk-manufacturing-and-materials
https://www.gov.uk/government/collections/innovate-uk-manufacturing-and-materials
https://www.gov.uk/government/news/uk-manufacturing-170-share-25-million-for-innovative-projects
https://www.gov.uk/government/news/uk-manufacturing-170-share-25-million-for-innovative-projects
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%AD%E3%82%A4%E3%83%A4%E3%83%AB%E3%83%BB%E3%82%BD%E3%82%B5%E3%82%A8%E3%83%86%E3%82%A3%E3%83%BB%E3%82%AA%E3%83%96%E3%83%BB%E3%82%A2%E3%83%BC%E3%83%84
https://www.gov.uk/government/organisations/innovate-uk
https://www.gov.uk/business-support-helpline
https://www.gov.uk/government/organisations/innovate-uk
https://www.gov.uk/government/organisations/innovate-uk
https://www.gov.uk/government/news/women-in-innovation-awards-2016-15-female-entrepreneurs-honoured
http://www.asia-pacific.undp.org/content/rbap/en/home/operations/asia-pacific-regonal-centre.html
http://www.opengovpartnership.org/
http://www.opengovpartnership.org/blog/liviana-zorzi/2016/05/17/mapping-open-government-initiatives-are-helping-contribute-sdgs-asia
http://apcss.org/about-2/ap-countries/
http://www.opengovpartnership.org/tags/sustainable-development-goals
http://www.opengovpartnership.org/blog/liviana-zorzi/2016/08/02/open-government-sustainable-development-asia-pacific-results-are
http://www.opengovpartnership.org/blog/liviana-zorzi/2016/08/02/open-government-sustainable-development-asia-pacific-results-are
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次の大統領のコンピュータ政策を懸念している人々のために the next president might 

not know his way around a computer、ドナルド・トランプ大統領の移行チームは、 政

府の最新ウェブサイト www.greatagain.gov で、規制改革 regulatory reform から壁をつ

くること building that wall までトランプ政権の最優先事項の概要を紹介している。この

サイトには、トランプ政権で働きたいと思っている人々のための online application もあ

り、市民に、アメリカの偉大さを再現するためのアイデアを共有すること to share ideas 

for how to make America great again を求めている。 

5.トランプ政権移行チームはデジタル（オープンガバンメント、米国） 

 

6.インターネット自由の規制を恐れてロシアは LinkedIn を禁止する（ＳＮＳ、ロシア） 

Will Worleｙ、Independent、11 November 2016 

ソーシャルメディアネットワーク LinkedIn は、おそらく 1 週間以内に Russia で禁止され

る予定である。それはモスクワの裁判所が、このウェブサイトをブロックする、同国の

オンライン規制担当者の８月の決定を支持した後である。LinkedIn はユーザーのプラ

イバシーを守ることを目的としたロシアの法律を失望させたからと言っている。それは

推定 260 万人の個人情報をロシア国内に貯蔵しなかったかららしい。 internet 

freedom の支配を恐れてのことである。 

6.インターネット自由の規制を恐れてロシアは LinkedIn を禁止する（ＳＮＳ、ロシア） 

 

7.ハッカーたちの米国選挙後のフィッシング詐欺、フィンランドでの停電攻撃、英国銀

行からの現金窃盗（セキュリテイ、米国） 

Nextgov、November 14, 2016 

Nextgov 誌の Threatwatch.で最新の政治的・財政的動機によるサイバー攻撃を監視

せよ。米国大統領選挙後にロシアのハッカーCozy Bear がフィッシングを起した Cozy 

Bear Goes Phishing After Election 

。Motherboard.によると米大統領選挙後、ロシアの情報機関と結ばれたグループが、

フィッシングメールの波を大学、シンクタンク、国務省に送った。 

7.ハッカーたちの米国選挙後のフィッシング詐欺、フィンランドでの停電攻撃、英国銀

行からの現金窃盗（セキュリテイ、米国） 

 

8.連邦調達庁は、来年にクラウドベース契約書作成システムを提供（オープンガバン

メント、米国） 

Frank Konkel、nextgov、November 15, 2016 

連邦調達庁（General Services Administration、GSA）は、契約書作成のスピードを上

げるために、来年、連邦政府機関に新しいサービスを提供する予定である。公開され

http://www.govexec.com/management/2016/11/whoever-next-president-they-wont-know-their-way-around-computer/132997/
http://www.govexec.com/management/2016/11/whoever-next-president-they-wont-know-their-way-around-computer/132997/
http://www.greatagain.gov/
https://www.greatagain.gov/policy/immigration.html
https://apply.ptt.gov/
https://apply.ptt.gov/yourstory/
https://apply.ptt.gov/yourstory/
http://www.govexec.com/federal-news/fedblog/2016/11/trump-transition-goes-digital/133073/?oref=govexec_today_nl
http://www.independent.co.uk/topic/LinkedIn
http://www.independent.co.uk/topic/Russia
http://www.tkfd.or.jp/research/america/a00232
http://www.tkfd.or.jp/research/america/a00232
http://www.independent.co.uk/news/world/europe/linkedin-russia-ban-putin-internet-freedom-crackdown-state-a7410911.html?utm_source=ODI+Master+list+%28Only+Phil%29&utm_campaign=59c055e64e-TheWeekinData11Nov&utm_medium=email&utm_term=0_3391a19d97-59c055e64e-101198421&goal=0_3391a19d97-59c055e64e-101198421&mc_cid=59c055e64e&mc_eid=88a5c1b1a5
http://www.nextgov.com/security/threatwatch/
https://en.wikipedia.org/wiki/Cozy_Bear
http://www.nextgov.com/security/threatwatch/2016/11/malware-spear-phishing-cozy-bear-goes-phishing/2745/
http://www.nextgov.com/security/threatwatch/2016/11/malware-spear-phishing-cozy-bear-goes-phishing/2745/
http://motherboard.vice.com/read/russian-hackers-launch-targeted-cyberattacks-hours-after-trumps-win
http://www.nextgov.com/security/2016/11/hackers-go-post-election-phishing-turn-heat-finland-and-steal-cash-uk-bank/133125/?oref=nextgov_today_nl
http://www.nextgov.com/security/2016/11/hackers-go-post-election-phishing-turn-heat-finland-and-steal-cash-uk-bank/133125/?oref=nextgov_today_nl
https://www.gsa.gov/portal/category/100000
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たブログ記事によると According to a blog post、GSA は、ターンキー方式で、包括的

な、クラウドベースの共有サービスの契約書作成および管理システムを連邦政府機

関への提供を開始する。 

8.連邦調達庁は、来年にクラウドベース契約書作成システムを提供（オープンガバン

メント、米国） 

 

9.11 月 30 日のデジタル市民参加に参加されたし（オープンガバンメント、米国） 

Frank Konkel、nextgov、November 15, 2016 移民情報、納税様式、その他いろいろな

行政サービスを提供する北米最大のサービス提供者である連邦政府から市民は顧

客として、民間企業レベルのスマホ・サービスを要求している。11 月 30 日に、

Newseum で、Government Executive 誌は Digital Citizen Summit でこれらの問題やそ

の他の問題に取り組む予定である will address these and other issues at the Digital 

Citizen Summit。 

9.11 月 30 日のデジタル市民参加に参加されたし（オープンガバンメント、米国） 

 

10. NIST は、新しい信頼できるセキュリテイシステム・ガイダンスを公開（セキュリテイ、

米国） 

Continuitycentral、16 November 2016  

NIST は、信頼できるセキュリテイシステム・ガイダンス Special Publication 800-160 を

公開した。この新しいガイダンスは、各組織がより多くの防御が可能で、生存可能なコ

ンピューティングシステムをどのように開発できるかの手引。 

10. NIST は、新しい信頼できるセキュリテイシステム・ガイダンスを公開（セキュリテイ、

米国） 

 

 

世界機関 

OGOＤ-26 世界翻訳（11 月）2016 

1.NATO の秘密兵器：Videochat（インターネット、ＥＵ） 

Mohana Ravindranath、nextgov、October 31, 2016 

ＮＡＴＯは通信システムの更新する取り組みの 1 つとして、ビデオ会議技術の強化を

図る。今年初めのブリュッセルでのテロ攻撃の間、NATO 関係者は、テレビ会議プラッ

トフォームを介して会って、お互いに地図やコンテンツを見ることができた。 NATO の

会議管理責任者は、ＮＡＴＯ本部に、新しい virtual presence システムを導入する予定

であると語った。その一つが Videochat。 

1.NATO の秘密兵器：Videochat（インターネット、ＥＵ） 

http://www.gsa.gov/portal/content/152214
http://www.nextgov.com/cloud-computing/2016/11/gsa-offer-cloud-based-contract-writing-system-next-year/133188/?oref=nextgov_today_nl
http://www.nextgov.com/cloud-computing/2016/11/gsa-offer-cloud-based-contract-writing-system-next-year/133188/?oref=nextgov_today_nl
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%8B%E3%83%A5%E3%83%BC%E3%82%B8%E3%82%A2%E3%83%A0
http://www.govexec.com/feature/digital-citizen-summit/
http://www.govexec.com/feature/digital-citizen-summit/
http://www.nextgov.com/emerging-tech/emerging-tech-blog/2016/11/join-us-digital-citizen-summit/133192/?oref=nextgov_today_nl
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%A2%E3%83%A1%E3%83%AA%E3%82%AB%E5%9B%BD%E7%AB%8B%E6%A8%99%E6%BA%96%E6%8A%80%E8%A1%93%E7%A0%94%E7%A9%B6%E6%89%80
http://nvlpubs.nist.gov/nistpubs/SpecialPublications/NIST.SP.800-160.pdf
http://www.continuitycentral.com/index.php/news/technology/1568-new-nist-guidance-looks-at-how-organizations-can-develop-more-defensible-and-survivable-computing-systems
http://www.continuitycentral.com/index.php/news/technology/1568-new-nist-guidance-looks-at-how-organizations-can-develop-more-defensible-and-survivable-computing-systems
http://www.anesecavanaugh.com/wp-content/uploads/2014/08/IEP_presence_guide.pdf
https://iq.intel.com/video-chat-hits-third-dimension/
http://www.nextgov.com/emerging-tech/2016/10/natos-secret-weapon-videochat/132794/?oref=govexec_today_nl
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2.欧州人のデジタル技能を向上するためのプロジェクト（デジタル化、ＥＵ） 

ＥＣ、2016.10.6 

デジタル化が私たちの社会や働き方を変えている現在、デジタルスキルは今や社会

に参加するための重要な能力となっている。しかし、1 億人の欧州人がインターネット

を使ったことは一度もなく、3 分の 1 の労働者はデジタル技術が不十分で、2020 年ま

でには 750000 人もの ICT 専門家がいなくなる可能性がる。 それには、デジタルスキ

ルを向上させるために、我々は総括的に多くのことを行う必要がる。その一つとして

Digital Skills and Jobs Coalition プロジェクトを Digital Skills and Jobs Coalition が立ち

上げた。 

2.欧州人のデジタル技能を向上するためのプロジェクト（デジタル化、ＥＵ） 

 

3.ハッカーは Public Wi-Fi を使って個人データを盗んでいる(セキュリテイ、世界) 

Tim Johnson、govtech、November 16, 2016 

米国カリフォルニア州のウイルス対策ソフトメーカーの発表では、昨年、世界で 6 億

9,900 万人がサイバー犯罪に進入されている。これらの被害者は無関心で、しばしば、

パスワードさえ友人と共有している Symantec 社の Norton ソフトの調査は述べている。

コンピューターの利用者は、public Wi-Fi の利用が危険なことは知っているが、コーヒ

ーショップ、空港、ホテル、図書館などで使えて、便利なので使ってしまう。 

3.ハッカーは Public Wi-Fi を使って個人データを盗んでいる(セキュリテイ、世界) 

 

4.モバイルイノベーションは、20 億人もの人々がヘルスケアと教育にアクセスできるよ

うに支援する（モバイル、世界） 

Abdi Latif Dahir、nextgov、November 22, 2016 

音楽から映画、銀行から食料品購入まで、スマホは、私たちが世界にアクセスする方

法に革命をもたらした。しかし、低所得消費者には、まだモバイル金融サービスが使

えない。多くの国でスマホの普及 smartphone adoption やモバイル決済システムの普

及にもかかわらず、電気通信事業者や規制当局は、銀行口座を持たない人たちに応

じる製品や流通モデルdistribution model対策を十分に取っていない。スウェーデンの

保険会社 BIMA は、アフリカ、アジア、ラテンアメリカの 10 カ国の低所得者 4,000 人を

対象に調査を行った。その結果、 BIMA は新興市場における規制当局と事業者の間

の相乗効果の欠如が、ヘルスケア、保険、貯蓄などの複雑なサービスのモバイルソリ

ューションの開発を損なっていると指摘している。 

4.モバイルイノベーションは、20 億人もの人々がヘルスケアと教育にアクセスできるよ

うに支援する（モバイル、世界） 

https://ec.europa.eu/digital-single-market/en/digital-skills-jobs-coalition
https://ec.europa.eu/digital-single-market/en/digital-skills-jobs-coalition
http://ec.europa.eu/social/main.jsp?catId=1223
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B7%E3%83%9E%E3%83%B3%E3%83%86%E3%83%83%E3%82%AF
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%8E%E3%83%BC%E3%83%88%E3%83%B3_%E3%82%A4%E3%83%B3%E3%82%BF%E3%83%BC%E3%83%8D%E3%83%83%E3%83%88%E3%82%BB%E3%82%AD%E3%83%A5%E3%83%AA%E3%83%86%E3%82%A3
http://www.atmarkit.co.jp/ait/articles/1011/11/news122.html
http://www.govtech.com/security/Hackers-Use-Public-Wi-Fi-to-Steal-Personal-Data.html?utm_term=Hackers%20Use%20Public%20Wi-Fi%20to%20Steal%20Personal%20Data&utm_campaign=Interactive%20Tools%20Help%20Connect%20Government%2C%20Cyberprofessionals%20%7C%20How%20L.A.%20County%20Is%20Digitally%20Transforming%20Human%20Resources&utm_content=email&utm_source=Act-On+Software&utm_medium=email
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B9%E3%83%9E%E3%83%BC%E3%83%88%E3%83%95%E3%82%A9%E3%83%B3
https://www.gsmaintelligence.com/research/?file=3bc21ea879a5b217b64d62fa24c55bdf&download
http://www.nikkei.com/article/DGXIMMVEW4002028122009000000/
http://finance.gov.au/publications/delivering-australian-government-services-access-and-distribution-strategy/distribution-and-access.html
http://www.bimamobile.com/
http://www.bimamobile.com/
http://www.nextgov.com/mobile/2016/11/mobile-innovation-will-help-2-billion-more-people-get-access-healthcare-and-education/133356/?oref=nextgov_today_nl
http://www.nextgov.com/mobile/2016/11/mobile-innovation-will-help-2-billion-more-people-get-access-healthcare-and-education/133356/?oref=nextgov_today_nl
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5.ENISA のサイバーセキュリティ実施ガイド 

Europa、22/11/2016 

ENISA は、2012 年に初めての NCSS（National Cyber Security Strategy）セキュリテイ

実施ガイドを発行した。それ以来、EU 加盟国と EFTA 諸国は、この戦略の策定と実施

で大きな進歩を遂げた。このセキュリテイ実施ガイドはいろいろな段階、目的、実施例

などの分野で更新され、ＥＵ参加国とＥＦＴＡ参加国を支援している。 

5.ENISA のサイバーセキュリティ実施ガイド 

 

 

https://www.enisa.europa.eu/
https://ec.europa.eu/digital-single-market/en/news/enisas-national-cyber-security-strategy-good-practice-guide
https://ec.europa.eu/digital-single-market/en/news/enisas-national-cyber-security-strategy-good-practice-guide
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%AC%A7%E5%B7%9E%E8%87%AA%E7%94%B1%E8%B2%BF%E6%98%93%E9%80%A3%E5%90%88
https://ec.europa.eu/digital-single-market/en/news/enisas-national-cyber-security-strategy-good-practice-guide
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